
加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

◎児童数減少に伴う利用の変化◎施設の老朽化

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎市内の全小学校における校舎、体育館、プール等の施設◎小学校へ通学する
児童◎小学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎小学校運営に係る予算の確保◎文具類及び教授用管理消耗品費の支払い◎電
気、水道、ガス、下水道使用料等の支払い◎施設設備小修理、備品、危険遊具
修繕◎通信運搬費の支払い◎クリーニング、楽器調律、刃研ぎ等の維持◎警
備、植木剪定、除草、薬剤散布等委託◎学校図書、教材備品等の購入

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

小学校運営に係る環境を適正な状態にする。

336,868363,429365,590

国 庫 支 出 金 1,485

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 362,753

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

小学校運営に係る環境を整備する上で必要な事業であり、予算の執行に関して
も適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 365,590

そ の 他 特 財 1,352

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５小学校運営管理事業

目 ０１小学校管理費

項 ０２小学校費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校諸行事に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

◎学校配分予算に占める各校の諸行事経費の割合が児童数の多少によって異
なっている

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎小学校の運動会等諸行事◎小学校へ通学する児童◎小学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎小学校諸行事に要する一般的経費の予算の確保◎運動会等諸行事用消耗品費
の支払い◎諸行事写真現像等印刷製本費の支払い

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

小学校諸行事に係る環境を適正な状態にする。

1,6881,6751,592

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,592

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

小学校諸行事に係る環境を整える上で必要な事業であり、予算の執行に関して
も適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,592

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５小学校特別事業

目 ０２教育振興費

項 ０２小学校費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校諸行事に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

◎生徒数減少に伴う利用の変化◎施設の老朽化

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎市内の全中学校における校舎、体育館、プール等の施設◎中学校へ通学する
生徒◎中学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎中学校運営に係る予算の確保◎文具類及び教授用管理消耗品費の支払い◎電
気・水道・ガス・下水道使用料等の支払い◎施設設備小修理、備品、危険体育
器具等修繕◎通信運搬費の支払い◎クリーニング、楽器調律、刃研ぎ等の実施
◎警備、植木剪定、除草、薬剤散布等委託◎学校図書、教材備品等の購入

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校運営に係る環境を適正な状態にする。

179,464186,898180,147

国 庫 支 出 金 1,980

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 177,581

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

中学校運営に関し必要な事業であり、予算の執行についても適切に行われてい
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 180,147

そ の 他 特 財 586

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５中学校運営管理事業

目 ０１中学校管理費

項 ０３中学校費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校運営管理事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校諸行事に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

◎学校配分予算に占める各校の諸行事や部活動経費の割合が生徒数の多少に
よって異なっている

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎中学校の運動会等諸行事◎中学校へ通学する生徒◎中学校で勤務する人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎中学校諸行事及び部活動に要する一般的経費の予算の確保◎運動会等諸行事
用及び部活動用消耗品費の支払い◎諸行事写真現像等印刷製本費の支払い

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校諸行事に係る環境を適正な状態にする。

9,8129,7509,882

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,882

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

中学校諸行事及び部活動に係る環境を整える上で必要な事業であり、予算の執
行に関しても適切に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,882

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５中学校特別事業

目 ０２教育振興費

項 ０３中学校費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校諸行事に要する一般的経
費

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教授用物品購入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

教師の多忙化に伴い、授業の準備時間の減少などから指導レベルの平準化が困
難になっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

◎教師

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

◎小学校教科書改訂に伴う教授用物品（教師用教科書、指導書、準拠教材）の
購入予算の確保◎教授用物品消耗品費の支払

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

授業は指導要領に基づいて行われるが、教科書・指導書・指導用資料は指導要
領の指導内容を確認・学習できるものである。必要数を購入し、活用すること
により、法で規定された指導要領の内容について一定の水準以上の授業をすべ
ての教師が行える。

9,577

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,577

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

道徳の教科化に伴って必要となる教師用教科書、指導書、準拠教材について必
要数を調達することで、指導レベルの平準化を図り教育の充実に努めることが
出来た。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,577

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５小学校運営管理事業

目 ０１小学校管理費

項 ０２小学校費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-497-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教授用物品購入事業 部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

対 象 指 標 名

学校数 28

教諭数 人 801

学級数 数 550

成 果 指 標
分 析 結 果

学校配分予算として配分し購入事務を進めたが、ほぼ全額を執行した。

教授用物品購入予算額 円 9,657

活 動 指 標
分 析 結 果

小学校における道徳教科化に伴う教師用教科書・指導書・準拠教材
それぞれの必要数につき予算確保を行った総額である。

予算に対する支出額の
割合

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

99.2

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校安全衛生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、労働安全衛生規則、加古川市学校教職員安全衛生管理規程

現 状 と 課 題

教職員の超過勤務の縮減は横ばい状態であるが、職場環境においては改善が進
められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立の小学校、中学校、養護学校に常時勤務する教職員。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

産業医の学校訪問による職場環境改善指導を実施し、学校統括安全衛生委員会
を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川市学校教職員安全衛生管理規程に基づき、学校統括安全衛生委員会を組
織し、教職員の安全及び健康の保持増進並びに快適な職場環境の形成を推進す
る。

669513603

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 603

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

産業医の学校訪問による職場環境改善指導により、教職員への健康指導や職場
環境の改善が推進されている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 603

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２０教職員健康診断事業

目 ０１保健体育総務費

項 ０８保健体育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校安全衛生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-500-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育振興事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

教職員の全国や県・東播磨地域で組織される協議会や研究会の負担金、中学校
の進路指導関係費など教育振興にかかる一般的な経費を支出することで、より
教育内容の充実を図っていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の幼稚園、小中学校、養護学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

全国、県、東播磨地域で組織される協議会、研究会の会費や負担金、中学校の
進路指導関係費など教育振興にかかる一般的な経費を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

情報を共有し、研修による知識のレベルアップを図ることで、教育の充実を図
る。

4,9564,9195,766

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,766

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

情報を共有し、研修による知識のレベルアップを図ることで、教育の充実を
図っている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,766

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５教育振興事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育振興事業に要する一般的経
費

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-502-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員人事関係事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方教育行政の組織及び運営に関する法律

現 状 と 課 題

さらに活発な他府県他市町との人事交流、市内人事異動等により学校組織の活
性化とそれに伴う教職員の資質向上が望まれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市の小学校・中学校・養護学校の教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

教職員の他府県他市町との人事交流及び、市内教職員の人事異動にともなう事
務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

人事異動により教職員の資質向上を図る。

376391362

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 362

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

他府県市町との人事交流や市内人事異動によって、学校組織は活性化し、教職
員の資質向上が図られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 362

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３０教職員人事関係事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-503-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員人事関係事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-504-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員健康相談事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、学校保健安全法、加古川市学校教職員安全衛生管理規程

現 状 と 課 題

健康診断の受診率はほぼ横ばいで、人間ドックの受診者とあわせると対象とな
る教職員の全員が受診している。しかしながら、要精密検査や要治療と診断さ
れた後の再受診率の向上が課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市立の小学校、中学校、特別支援学校に常時勤務する教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１健康診断（定期健診、結核検診、腰痛検診、ストレスチェック）を実施す
る。２予防接種（Ｂ型肝炎）を実施する。３健康相談医への健康相談を実施す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

感染症の未然防止及び疾病等を早期に発見し、精密検査や治療につなげること
で、教職員の健康の保持、増進を図る

12,66112,37112,804

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,804

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

健康相談医による健康相談、また対象者に健康診断等を行っており、教職員の
健康の保持増進を図るためには引き続き実施が必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,804

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２０教職員健康診断事業

目 ０１保健体育総務費

項 ０８保健体育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-505-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教職員健康相談事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-506-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ことばの力総合推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

全国学力・学習状況調査や国際的な調査であるＰＩＳＡ調査の結果から、読解
力や思考・判断・表現する力に課題があり、その解決には言語力の育成が必要
となった。そこで、各校園では、すべての教育活動において、「ことばの力」
育成に視点を置いた取組を進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立の学校園に通う幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

幼小の接続期に視点をあてた系統的なスタートカリキュラムを作成し活用する
ことで、さらなる「ことばの力」育成の充実につなげる。また、ことばの力作
品コンクールを開催し、「ことばの力育成プログラム」に掲げている到達目標
への達成状況を測る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

新学習指導要領において「言語能力の確実な育成」が必要とされており、これ
まで取り組んできた「ことばの力」育成に向けた取組のさらなる充実を目指
す。

630520720

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 720

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

各校園における取組は充実してきている。しかし、依然として「書くことを苦
手に感じている」児童生徒の割合は高く、引き続き、各教科における目標を具
体的に示した改訂版「ことばの力育成プログラム」に基づいた取組が必要であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 720

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５教育振興事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-507-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ことばの力総合推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

24,30323,98223,375

成 果 指 標
分 析 結 果

数値はほぼ横ばい状態である。引き続き、思考力・判断力・表現力の育成を目指し、「こと
ばの力育成プログラム」に基づいた授業実践が必要である。

「ことばの力」配達人
派遣回数

回 29299

活 動 指 標
分 析 結 果

「ことば」に関する専門講師を各校園に派遣する「ことばの力」配
達人については、ユニットを指定した取組としたため、実施回数は
減少した。それでも、子どもたちの思考力・判断力・表現力の向上
につながり、充実した内容となった。

自分の考えがうまく伝
わるよう発表した児童
生徒の割合

目 標 値

55

目標年度

平成32
年度

53.7

算数・数学でノートに
解き方等を書いた児童
生徒の割合

85平成32
年度

80.6

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-508-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 トライやる・ウィーク推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成10年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

事業開始当初は、「心の教育」の充実を図ることが最大の目的であったが、事
業が地域に浸透する中、職場体験や地域の人々との関わりを通して、自分の将
来を考えるキャリア教育も、その目的の一つとなった。本事業は、中学校２年
生にとって、必要不可欠な事業となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の中学校２年生及び養護学校中学部２年

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

時間的・空間的なゆとりを確保し、学校を離れた地域や自然の中で、生徒自身
の主体性を尊重し、５日間にわたり、職場体験や福祉体験活動などを実施す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生徒の豊かな感性や創造性などを高めたり、自分なりの生き方を見つけること
ができるよう支援したりして、地域に学び、ともに生きる心や感謝の心を育
み、自律性を高める。

13,28912,37911,896

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 9,750

地 方 債

一 般 財 源 2,146

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

地域の大きな協力と支援を得て、各中学校が工夫した取組を展開する中で、勤
労や職業、また将来の自分と社会の関わり方を考えさせる機会となっているだ
けでなく、自己理解を深めさせ、自立心を養い豊かな心を育てる事業であり、
継続が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,896

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０５３トライやる・ウィーク推進事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-509-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 トライやる・ウィーク推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内中学校２年生 2,5082,4562,303

市内養護学校中学部２
年生

人 1154

成 果 指 標
分 析 結 果

充実感を覚えた生徒の割合は、前年度よりも下がっている。しかし、生徒に変化が見られた
と感じた事業所の割合は上がっており、今後、さらなる充実を図る必要がある。

参加生徒割合 ％ 98.598.998.1

参加生徒一人あたりの
活動事業所数

箇所 0.30.30.35

一人あたりの指導ボラ
ンティア数

人 0.50.50.5

活 動 指 標
分 析 結 果

トライやる・ウィーク中は、多くの生徒が参加し、欠席が少ない傾
向にある。活動事業所数、指導ボランティア数がともに高水準で維
持している。より充実した活動が維持されている。

充実感を感じた生徒の
割合

目 標 値

100

目標年度

平成30
年度

85.387.879.6

生徒に変化が見られた
と感じた事業所の割合

100平成30
年度

6052.454

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 英語活動支援事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成22年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

国から「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言」や「グローバル
化に対応した英語教育改革実施計画」が示されるなど、よりいっそう、使える
英語、話せる英語が求められ、ＡＬＴとのコミュニケーションを図る機会の増
加や学習内容の充実が必要となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の公立幼稚園・小学校・中学校・養護学校の幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中学校には、ＡＬＴ（外国語指導助手）を年間２４時間配置し、小学校５・６
年にはＡＬＴを年間３５時間、小学校３・４年には年間２５時間配置する。ま
た、小学校低学年へは年間６時間程度、保育園・こども園・幼稚園には、年間
５～６回程度ＡＬＴを派遣する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校では、ＡＬＴの生きた英語に触れさせ、コミュニケーション能力の充実
を図る。小学校中・高学年では、ＡＬＴとの触れ合いを通して、コミュニケー
ション能力の素地を養う。小学校低学年、保育園、こども園・幼稚園では、英
語に触れる機会を設ける。

79,27378,766103,203

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 3,792

地 方 債

一 般 財 源 99,411

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

国は２０２０年度を目指し、グローバル化に対応した英語教育改革実施計画を
発表しており、英語力の向上は喫緊かつ重要な課題となっている。本事業は、
英語を通したコミュニケーション能力の向上を図るために重要である。子ども
たちがＡＬＴと積極的にコミュニケーションを図っている姿が増えてきてお
り、今後、事業内容のさらなる充実を図っていくことが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 103,203

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０５１英語活動支援事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-511-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 英語活動支援事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

点

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

24,30323,98223,375

成 果 指 標
分 析 結 果

充実度はほぼ横ばい状態であるが、英語活動の内容は充実してきており、子どもたちは、楽
しみながら積極的にコミュニケーションを図っている。

ＡＬＴが保育園・幼稚
園に派遣された回数

回 228248240

ＡＬＴ派遣時間数 時間 24,46724,310.529,162.5

活 動 指 標
分 析 結 果

ＡＬＴを各校園に多くの時間配置・派遣することで、子どもたちが
生きた英語に触れる時間を確保することができ、コミュニケーショ
ン能力の育成につながっている。

英語活動充実度

目 標 値

5

目標年度

平成32
年度

4.54.64.4

ＡＬＴとの授業交流で
楽しんでいる児童生徒
の割合

80平成32
年度

87.687.7

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校ウェルネス促進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

運動能力の平均値は、やや改善傾向にあるが、運動をする子ども、しない子ど
もの二極化や体力低下、さらに運動習慣をはじめとした生活習慣等の不規則さ
に課題が残っており、子どもの体力や運動能力、生活習慣の改善が急がれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校５年生から中学校３年生（中学校３年生まで配布済）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

小学校５年生に、かこがわウェルネス手帳を配布し、各児童・生徒が自分の全
国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を記録したり、食生活をはじめとし
た生活習慣を記録したりすることで、自ら進んで健康づくりに取り組もうとす
る子どもの育成を図るとともに、学校においてかこがわウェルネス手帳を授業
等で活用することで、運動・健康・食生活などに関心を持たせる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

自分の健康に関心をもち、自ら進んで健康づくりに取り組める力の育成を図
る。

151142182

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 182

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

子ども一人一人が、運動や体を動かすことの楽しさを味わい、自分に応じた方
法で体力つくりや健康づくりを進め、生涯にわたって健康な生活を送る能力や
態度を養うことができるために必要な施策であり、継続することが必要であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 182

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５教育振興事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-513-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校ウェルネス促進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

％

対 象 指 標 名

市内小学校５年生児童
数

2,4042,4302,458

成 果 指 標
分 析 結 果

「毎日朝食を食べる児童生徒の割合」は、年々減少傾向にある。ウェルネス手帳の教科等で
のより効果的な活用を図るとともに、家庭との連携を強め、基本的な生活習慣が身につくよ
うにする必要がある。

配布対象者数 人 2,4022,4302,458

かこがわウェルネス手
帳活用率

％ 100100100

活 動 指 標
分 析 結 果

保健体育や家庭科、学級活動等、様々な授業での活用が図られた。
薬物乱用防止教室やＳＣによるストレスマネジメント教室、家庭で
の課題としての活用等、幅も広がってきている。今後は、年間計画
に位置付け、計画的な活用が図れるよう取組を進めていく。

運動が好きと回答した
児童生徒の割合

目 標 値

90

目標年度

平成32
年度

85.885.885.3

毎日朝食を食べる児童
生徒の割合

90平成32
年度

85.283.581.3

健康な生活には睡眠が
大切と感じている児童
生徒の割合

90平成32
年度

97.297.697.3

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 研究開発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

子どもたちの学力、体力、規範意識等の低下が喫緊の課題としてあげられ、学
習指導要領にもあるように、知・徳・体のバランスの取れた子どもの育成を
図っていくことが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内教職員、市内幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

研究発表会や研修会等を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教職員の指導力向上と市内幼児・児童・生徒の学力向上と豊かな心・健やかな
体の育成を図る。

690412444

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 274

地 方 債

一 般 財 源 170

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

全校園における新たな教育内容や指導方法を推進する取組と指導主事による専
門的な指導助言は適正に実施されている。今後も子どもたちの学力向上、豊か
な心・健やかな体の育成に向けた市指定の研究会や各校園の授業・保育研究へ
の取組を継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 444

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５教育振興事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 研究開発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

対 象 指 標 名

市内教職員 1,5471,5621,483

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

人 24,30323,98223,375

成 果 指 標
分 析 結 果

新しい教育内容や教育方法を各校園自らが推進している学校園が増加しており、今後も、市
指定研究会と指導力向上への取組を継続していく必要がある。

加古川市指定研究校園
数

校園 10149

指導助言回数 回 148150150

活 動 指 標
分 析 結 果

新しい教育内容や教育方法を推進する研究校園指定やそれらを学校
園における授業や保育で具現化するために、指導主事による専門的
な指導助言が実施されている。

「研究会・研修による
指導力向上と教育実践
への活用」という内容
を学校評価にあげてい
る校園数の割合

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

87.58595

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校体験活動支援事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和63年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

命の大切さや思いやりの心、規範意識を養うなどの「心の教育」の充実を図る
とともに体験活動を通して試行錯誤しながら、自己認識を深め自尊感情を高め
ることは重要である。あわせて、社会の一員としての自覚を深めるなど社会的
自立の基礎を養うことが大切である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校５年生

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学習の場を教室から豊かな自然の中に移し、４泊５日間の宿泊体験を行う。ま
た、小学校３年生を対象に、いのちの大切さやつながり等を実感させる体験型
環境学習を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

豊かな自然や様々な人々とのふれあいや地域社会への理解を深めるための多様
な活動を通して、「生きる力」をはじめ心身ともに調和のとれた児童の育成を
図る。

28,59228,94428,539

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 20,027

地 方 債

一 般 財 源 8,512

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

各小学校が創意工夫をした取組を展開しており、児童一人一人の主体性や情
操、自立心を育む貴重な機会となっている。また、４泊５日間子ども同士で寝
食をともにすることで仲間の絆が生まれ、その後の学校生活をより豊かなもの
にしている事業である。本事業と小学３年生で実施する環境体験事業を小学校
体験活動推進事業として統合している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 28,539

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４０小学校体験活動支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校体験活動支援事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

対 象 指 標 名

自然学校参加率 10099.699.3

市内小学校５年生児童
数

人 2,4042,4302,458

成 果 指 標
分 析 結 果

活動重点目標達成率は昨年度並みであり、他の教科学習との関連性も見られ、自然体験活動
そのものはたいへん充実した活動となった。しかし、これまでの環境学習とつながる取組や
家庭と連携した取組、地域ボランティアの参画を得た取組に関する項目で達成率が低く、今
後の課題である。

自然学校実施延べ日数 日 140140140

活 動 指 標
分 析 結 果

全ての小学校が、予定通りに４泊５日の実施をしており、計画に
沿った十分な活動期間を確保している。

活動重点目標達成率

目 標 値

75

目標年度

平成32
年度

77.57580

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

％

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文化・体育活動推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

すべての児童生徒が文化・体育活動に親しみ、これらの持つ意義や価値を共有
するということを目指し、なくてはならない事業となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小学校・中学校・養護学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

小学校陸上記録大会、連合音楽会、美術展、書写展、理科作品展の開催、中学
生の海外派遣、中学校が対外試合や対外文化活動に参加する際の旅費助成を通
して、文化活動や体育活動を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

様々な文化活動や体育活動を通して、豊かな心や健やかな体を養う。

13,98421,12419,919

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,318

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

子どもたちの生きる力の育成において、「豊かな心」を育て、「健やかな体」
を養うために、文化・体育活動の推進は重要である。また、多くの市民の関心
が高い事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 19,919

そ の 他 特 財 7,601

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５教育振興事業

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文化・体育活動推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

人

％

対 象 指 標 名

市内の学校に通う児
童・生徒数

22,29021,87821,701

成 果 指 標
分 析 結 果

作品展では、前年度に比べ入場者数が若干減っているが、来場者からは好評価を得ている。
また、部活動や地域のスポーツクラブ等で活動している生徒の割合は高い。その中には、地
区大会を勝ち進む者も多く、継続的な旅費助成が必要である。

作品展出品数 展 3,5153,6053,659

活 動 指 標
分 析 結 果

美術、書写、理科作品展では、市内全学校より多くの作品が出品さ
れた。

作品展入場者数

目 標 値

13,000

目標年度

平成32
年度

10,66710,1869,887

部活動や地域スポーツ
クラブに参加している
生徒の割合

70平成32
年度

95.3

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 オリンピック・パラリンピック
教育推進事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

ブラジル共和国パラリンピック協会シッティングバレーボールチーム連盟と本
市が基本合意書を締結。チームの事前トレーニングキャンプ地として加古川市
立総合体育館を使用することが決まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小・中・養護学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

オリンピック・パラリンピックに関わる講演・体験等を通して、スポーツの楽
しさや障がい者に対する理解・ボランティア意識の醸成を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

２０２０年度に向け高まりを見せる２０２０東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を機に、本市においてオリパラ教育を推進することで、この機会に
しか味わうことができない感動体験を通じて、子どもたちにスポーツの楽しさ
や障がい者に対する理解・ボランティア意識等の醸成を図る。

970

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 300

地 方 債

一 般 財 源 670

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

体験活動や講演会を実施した学校では、直接体験したり話を聞いたりすること
で、児童生徒のキャリア形成や国際理解・障がい者理解につなげることができ
た。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 970

そ の 他 特 財

平成32年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０８７オリンピック・パラリンピック
教育推進事業　　　　　　　　　　

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-521-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 オリンピック・パラリンピック
教育推進事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

点

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

23,375

成 果 指 標
分 析 結 果

児童生徒が直接体験したり話を聞いたりすることで、貴重な学びの機会となるとともに、実
感を伴った充実した学びとなっている。

オリパラ教育に関わる
講演会・体験活動実施
校数

校 14

活 動 指 標
分 析 結 果

体験活動や講演会を計画的に実施しており、貴重な学びの機会の創
出が実現できている。

講演会・体験活動の満
足度

目 標 値

4

目標年度

平成32
年度

3.9

オリパラに関心をもっ
ている児童生徒の割合

100平成32
年度

80.8

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ユニット専科加配配置事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

今後、数年間は引き続き団塊世代の大量退職が予想され、それに伴う教職員の
適性な確保が望まれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市の小学校・中学校・養護学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

児童生徒が確かな学力を身に付けられるよう、対象ユニット内各学校におい
て、より一貫性のある教科指導を推進する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

非常勤講師を配置することで、より専門的で一貫性のある教育の充実を図る。

6,0085,654

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,654

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

非常勤講師を配置し、より専門的な教育の充実に努めてきたことで、多くの成
果をあげている。今後はこれまでの取組をさらに充実させるとともに、ユニッ
ト内各学校において、児童生徒が確かな学力を身に付けられるよう、より一貫
性のある教科指導を推進する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,654

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０８１ユニット専科加配配置事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-523-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ユニット専科加配配置事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

人

対 象 指 標 名

対象ユニットの児童数 1,3651,272

対象ユニットの生徒数 人 580566

成 果 指 標
分 析 結 果

対象ユニットの児童・生徒がユニット専科加配による専門的な授業を受け、知識・技能を十
分に享受することができた。

ユニット専科加配配置
者数

人 22

活 動 指 標
分 析 結 果

対象ユニットに専科加配を配置して、一貫性のある専門的な指導を
推進していく。

ユニット内各学校にお
ける、より一貫した教
科指導の推進

目 標 値

1,833

目標年度

平成32
年度

1,9451,838

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-524-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 未来を拓く学び推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

全国学力・学習状況調査や国際学力調査の結果から、日本の児童生徒の思考
力・判断力・表現力に課題があり、授業の改善が必要である。そこで、各学校
では、授業研究を行い、課題解決に向け取組を進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の小学校・中学校・養護学校の児童生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

本市の学力・学習状況を分析し、その実態に即した授業改善プランの作成な
ど、学力向上策の検討・提案及び推進を図る。改善プランに基づいた授業実践
を全市で行うとともに、パイロット校による成果を全市に広げる。合わせて、
評価検討委員会において、学習評価について検証を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

協同的探究学習に基づいた授業実践を行うことで、市内児童生徒の学力向上を
図る。

1,166

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,166

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

児童生徒の学力向上に向けた取組と教員の授業改善に関する取組は充実してき
ている。今後も全ての学校、全ての教科で研究を進め、協同的探究学習の視点
に立った指導助言を行うなど、学力向上に向けた取組を継続していく必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,166

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０８３未来を拓く学び推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０３教育指導費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-525-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 未来を拓く学び推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内教職員 1,483

市内の学校に通う児
童・生徒数

人 21,701

成 果 指 標
分 析 結 果

指導方法及び授業改善に関する教員の意識改革と意欲は向上してきている。それに伴い、児
童生徒の主体的・対話的で深い学びが実現できてきている。

指導助言回数 回 127

活 動 指 標
分 析 結 果

各校の研究に対して、指導主事が協同的探究学習の視点に立った指
導助言が行われている。

習得・活用・探究の指
導方法を改善した学校
の割合

目 標 値

90

目標年度

平成32
年度

82

話し合いで自分の考え
を深めた児童生徒の割
合

85平成32
年度

78

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-526-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育研究所に要する一般的経費 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

旧視聴覚センターに遺された映像資料等の整理・再活用が課題となる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育研究所の管理運営

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

公用車、通信機器の管理等

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

教育研究所の事業の効率的運営を行う。

523596565

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 565

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

旧視聴覚センターから引き継いだ事業・資料等を再整理ができつつある。今
後、学校園へ効果的に提供できる環境づくりを行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 565

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１２教育研究所に要する一般的経費
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０４教育研究所費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-527-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育研究所に要する一般的経費 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-528-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育研究調査事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育公務員特例法

現 状 と 課 題

大量退職に伴う教育力の低下を防ぐために、教育技術の伝承を推進するととも
に、様々な教育課題に即応できる実践的指導力を高める支援が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校・中学校・特別支援学校教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

教育における専門的事項について、教育研究所連盟とともに調査・研究を行
う。研究員研究発表会を実施し、研究紀要を作成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

研究員が実践的研究を行い、その成果を研究発表および研究紀要によって全学
校へ提供することで、教職員の指導力の向上を図る。

892846755

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 755

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

教育における専門的事項について、今後も教育研究所連盟とともに調査・研究
を行う必要がある。また、教育の諸課題について各学校園と連携し、研究員に
よる新たな教育実践の開発を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 755

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５教育研究調査事業

目 ０４教育研究所費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-529-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 教育研究調査事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

人

部

対 象 指 標 名

市内小学校・中学校・
養護学校教職員

1,3851,3771,332

成 果 指 標
分 析 結 果

研究員会への参加により、研究員相互で研究を深め合うことができ、共同研究者である指導
主事の指導・助言を受け、研究活動の充実を図ることができた。また、「研究紀要発行部
数」の維持により、研究の成果を市内の学校園はもとより、市外及び関係機関にも広めるこ
とができた。

研究員活動実施延べ回
数

回 253256276

活 動 指 標
分 析 結 果

教職員の研究員活動の実施延べ回数が前年度より増加していること
から、研究員グループでの研究活動への意欲的な取組がわかる。

研究員会参加延べ人数

目 標 値

210

目標年度

平成32
年度

218209212

研究紀要発行部数 320平成32
年度

320320320

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-530-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 研修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育公務員特例法

現 状 と 課 題

社会の急激な変化により、教育課題も多種多様となっている昨今、教職員の幅
広い研修が必要となっている。また、教職員の大量退職に伴い、若手教職員が
年々増加しており、学校の教育力の低下を防ぐことが急務である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内幼稚園・こども園、小学校、中学校、特別支援学校の教職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種研修講座、研修会、教科・教科外研究会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

子どもの実態や社会の急激な変化に対応した、教職員の資質・指導力向上を図
る。

1,2431,4201,526

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,526

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

情報化や国際化等、日本の社会構造が大きく変化する中で、普遍的教育を継続
しつつ新しい教育課題に対応した教育の重要性は高まっている。とりわけ、Ｉ
ＣＴや外国語の活用能力の育成、道徳科とその評価、「わかる学力」を目指す
協同的探究学習について、研修に対する期待が高まってきている。教職員が研
修に参加しやすい環境を整え、学校教育の充実のために必要とされる資質能力
を向上させることが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,526

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０研修事業

目 ０４教育研究所費

項 ０１教育総務費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

-531-



加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 研修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 教育研究所

人

％

対 象 指 標 名

全教職員数 1,4961,5011,474

成 果 指 標
分 析 結 果

多くの教職員の参加により、教職員の資質・指導力の向上を図ることができた。受講者に対
するアンケート調査において、今後の教育活動・教育実践に役に立つという回答が９７％得
られ、研修の質も確保できており、研修の有効性は高い。

研修・講座等実施回数 回 444949

活 動 指 標
分 析 結 果

研修講座を計画通り実施できたことにより、研修の量が確保でき、
教職員の資質・指導力の向上を図ることができている。

参加延べ人数

目 標 値

3,000

目標年度

平成32
年度

3,3753,8523,588

研修を有効であったと
考える参加者の割合

96平成32
年度

989697

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

-532-


